110　議員１１０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託料(年間)
	2,640,000
	


ウ　調査結果

　　　　本件監査基準に照らし、1/2を超える1,320,000円を目的外支出と認める。

(2) 広報費　22,000円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　ウ　調査結果

　　　収支報告書には22,000円が計上されているが、ヒアリングの結果支出はないとのことであるので、全額目的外支出と認める。　

　(3)　事務所費　1,205,525円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	840,000
	                       


	光熱水費
	80,571
	

	ガレージ料金
	240,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は妻の所有物件を賃借している。妻との間に契約書は作成され、賃料は毎月現金を手渡しているというが、銀行振込控え等それを証する客観的なものはなく、適正な支出とは認められない。光熱水費は適正と認められる。駐車場代は按分し、1/2を超える120,000円を目的外支出と認める。

　　　　上記使途内容は1160,571円であり、収支報告書1,205,525円との差額44,954円は目的外支出と認める。

　(4)　事務費　800,889円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	109,536
	

	ガソリン代(年間)
	100,741   
	

	印刷機リース(年間)
	44,436
	

	事務用品(年間)
	42,103
	

	切手・はがき(年間)
	18,320
	

	パソコンリース
	91,000
	

	パソコン部品(6点)
	236,653
	

	翻訳機
	21,315
	


ウ　調査結果

　　　　ガソリン代は1/4を超える75,555円を目的外支出と認める。翻訳機21,315円は語学を身につけるためということであるが、政務調査とは直接関連がなく目的外支出である。その他は適正な支出と認められる。

　　　　上記使途内容は664,104円であり、収支報告書800,889円との差額136,785円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,057,120円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,147,430
	　


ウ　調査結果

　　上記使途内容は、1,147,430円であり、収支報告書には1,057,120円を計上している。

　　事務員は一人で時間給で雇用している。新聞の切り抜きや主張のデータベース化、議会質問の原稿の打ち込み等政務調査に従事している。適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　　調査研究費1,320,000円、広報費のうち22,000円、事務所費のうち、1,004,954円、事務費のうち、233,655円の合計2,580,609円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　2,673,631円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託料(年間)
	2,640,000
	

	調査(高速、駐車場代)12/19
	3,200
	

	調査(法律関係)3/20
	5,250
	

	駐車料金3/20
	500
	


ウ　調査結果

　　　　調査委託料については前年度と同様に1/2を超える1,320,000円が目的外支出と認められる。12/19の調査支出及び3/20の駐車料金は、いずれも出納帳に記載があるが、3/20の調査支出5,250円については出納帳に記載なく、また領収書等の書類もないため、支出自体を認めることができない。

　　　　上記使途内容2,648,950円と収支報告書2,673,631円の差額24,681円は目的外支出である。

　

(2)　広報費　54,575円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌(用紙、ｲﾝｸ)
	25,175
	　

	広報誌(印刷代)
	29,400
	


ウ　調査結果

　　　　印刷機をリースで所持しており、広報誌は自分のところで印刷しており、そのための用紙とインクを支出したもの、印刷代は冊子の表紙だけを外注にだしたもので、いずれも適正な支出である。

　(3)　事務所費　1,198,701円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	840,000
	                       

	光熱水費
	76,065
	

	ガレージ料金
	240,000
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様、賃貸料840,000円は全額目的外支出と認められる。光熱水費は全額適正で、ガレージ代は1/2を超えた120,000円が目的外支出である。

　　　　上記使途内容1,156,065円と収支報告書1,198,701円の差額42,636円は目的外支出である。

　

(4)　事務費　778,698円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	137,007
	

	ガソリン代(年間)
	100,741   
	

	印刷機リース(年間)
	44,436
	

	事務用品(年間)
	445,812
	

	切手・はがき(年間)
	47,480
	

	ビデオカメラ
	148,000
	

	ビデオデッキ
	109,000
	

	プリンター
	64,300
	


ウ　調査結果

　　　　　上記使途内容1,096,776円のうち収支報告書には778,698円を計上している。

　　通信費(固定電話代)は、適正な支出である。ガソリン代は、1/4を超える75,555円を目的外支出と認める。印刷機リース料は適正と認める。事務用品445,812円は、本件監査基準である年間12万円の限度で適正と認め、これを超える325,812円は目的外支出である。切手・はがき代は適正な支出と認められる。ビデオカメラ及びビデオデッキについては、金額も高額であり、政務調査との関連性も強いとはいえず、資産取得とも考えられることもあり、減価償却率を考慮し1/5の範囲内で適正な支出と認め、これを超える205,600円を目的外支出と認める。プリンターは適正な支出と認める。

　　　　目的外支出は606,967円であるが、1,096,776円と778,698円の差額318,078円を差引いた288,889円を目的外支出と認める。

　(5)　人件費　1,004,920円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,004,920
	　


ウ　調査結果

　　平成16年度と変化なく、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　　調査研究費のうち、1,349,931円、事務所費のうち、1,002,636円、事務費のうち、288,889円の合計2,641,456円が目的外支出である。

111　議員１１１
　議員１１１は、平成16年6月23日府議会議員を辞職し、同年7月23日施行の参議院議員選挙に立候補、当選したため、政務調査費の受領は同年4月、5月、6月の3ヶ月分のみであった。府議会議員当時は自宅を事務所としていたが、辞職、立候補、当選により事務所を別途移転したため帳簿、領収書が現在見当たらないとして提出されていない。

　しかしながら、議員１１１は議員辞職後速やかに政務調査費の精算を行い、同年8月12日514,092円を府に返還しており、当時適正に処理していたものと推認される。

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　24,927円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	視察旅費等
	24,927
	　


ウ　調査結果

　　　　視察旅費24,927円は同僚議員と一緒に東京視察した際の旅費であるとの説明があり、その金額は本件監査基準の１２万円（３ヶ月分としても４万円）の範囲内であり、相当な支出であると認められる。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(4)　事務費　220,054円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品、通信費等
	220,054
	　


ウ　調査結果

　　　　事務用品、通信費等220,054円の主なものは事務所用電話、ＦＡＸ合計4回線の使用料を後援会と1/2に按分したもの及び文具類、ファイル、コピー用紙、コピー代(リース)の合計を後援会と1/3に按分したものであるとのことであり、その期間に照らし、相当な支出と認められる。

　(5)　人件費　600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	600,000
	　


ウ　調査結果

　　平成16年当時、事務員を3名雇用していたが、そのうち2名分は後援会が負担し、現在政策第一秘書となっている政務調査補助専門の○○氏の給与だけを政務調査費から支出していた。同氏の給与は月額20万円、毎月末支払いであり、現実に現金で出金されていることを政務調査費の振込み銀行口座により確認した。

　(6)　小括

　　　目的外支出は認められない。

112　議員１１２
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　1,600,000円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,600,000
	　


ウ　調査結果

賃貸料の支払を証する客観的な書類がなく賃貸料1,600,000円が支払われたとは認め難い。

(4)　事務費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(5)　人件費　4,960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容等

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	4,960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　定年退職した嘱託社員を会社から派遣を受け、会社に一括支払いしたという客観的な証拠はない。平成16年12月22日に4,960,000円が政務調査費から一括で支払われていないと認められる。

　(6)　小括

　事務所費1,600,000円、人件費4,960,000円ともに支出した形跡が認められず、全額が目的外支出であるが、交付額が5,880,000円であるので、5,880,000円が目的外支出額である。 

平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費　400,000円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	400,000
	　


ウ　調査結果

　　　　議員は３ヶ月で市長選のため辞職しているが、平成16年度と同様支出の形跡を認めることは困難である。

　(4)　事務費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(5)　人件費　1,209,000円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	960,000
	　

	事務員（政務調査活動補助）
	249,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様、政務調査費から支払われた形跡は認められない。

　(6)　小括

　　事務所費400,000円、人件費1,209,000円の全額が目的外支出であるが、交付額が1,470,000円であるので、1,470,000円が目的外支出額である。 

113　議員１１３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　209,980円

　　　　ガソリン代とのことであるので、私用1/2、後援会1/4で按分して1/4の52,495円を超える157,485円は目的外支出と認められる。

　(2)　広報費　750,435円

　　　府議会だより印刷代として6月25日付368,970円、9月1日付381,465円の領収証が提出され、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　60,000円

　　　昭和３１年から借地しており、支払は年５万円とのことであるが在職した６ヶ月に相当する25,000円を後援会と按分し、120,000円の限度で適正と認め、その余の47,500円は資料もなく、目的外支出である。

　

(4)　事務費　338,425円

　　　　詳細不明であるので、本件監査基準により、１２万円の1/2の６万円を超える278,425円は目的外支出である。

　(5)　人件費 　1,800,000円　

　　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用費　　
	720,000
	　

	
	240,000
	

	
	240,000
	

	
	420,000
	

	　　　　　　
他　６名 
	180,000
	府会活動チラシ配り


ウ　調査結果

　　　　政務調査と後援会活動とで1/2に按分すべきである。府会活動チラシ配りとして記載されているが、詳細不明で受取りを証する資料もないため、一括して1,800,000円のうち900,000円を目的外支出と認める。

　(6)　小括

　調査研究費のうち157,485円、事務所費のうち47,500円、事務費のうち278,425円、人件費のうち900,000円の合計1,383,410円が目的外支出である。

114　議員１１４


　平成１６年度

　(1)　調査研究費　250,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査(5/5～5/8)
	250,000
	北朝鮮視察(地方から国交正常化を)


ウ　調査結果

　　　　地方から国交正常化を考える府民訪朝団の団長として北朝鮮を訪問したものであり、適正な支出と認められる。

(2) 広報費　238,797円

　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	意見広告
	10,000
	姉妹都市上海市との交流

	広報活動
	149,797
	

	街宣車自動車税
	4,000
	

	政策提言
	75,000
	5つの提言発送


ウ　調査結果

　　　ｲ.　街宣車自動車税4,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他は適正と認められる。

(3)　事務所費　736,432円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	空調機オーバーホール
	70,000
	　

	水道代
	9,360
	　

	事務所借上料　@50,000×6ヶ月
	300,000
	　

	駐車場　@20,000×6ヶ月
	120,000
	　２台分

	電気代
	49,484
	　

	車輌維持管理費
	51,108
	　

	その他
	136,480
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は月額97,000円で賃借しており、４月から９月までの６ヶ月分582,000円の1/2強の300,000円を計上しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場は２台分を１ヶ月40,000円で賃借しており、1/2の120,000円 を計上しており、来客兼用とすれば適正な支出である。

　　　ﾊ.　車輌維持管理費のうち自動車税22,500円は目的外支出である。

ﾆ.　その他の支出は金額に照らし、いずれも適正と認められる。

　(4)　事務費　353,230円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品(コピー、トナー)
	26,675
	　

	TEL使用料　NTT
	191,000
	　

	デジタルホンリース　@5,800×6ヶ月
	34,800
	　

	携帯TEL利用料　@10,000×6ヶ月
	60,000
	　

	葉書、切手他郵税
	34,000
	　

	スタンプ印等
	6,755
	　


ウ　調査結果

ｲ.　携帯電話代は105,000円のうち1ヶ月10,000円の割合により60,000円を計上しているが、1/4である26,250円を超える33,750円は目的外支出である。

ﾛ.　項目不明であるが、運転代行10,300円は目的外支出である。

ﾊ.　その他の支出は按分もされていて適正と認める。

(5) 人件費　840,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務補助員（政調活動、後援会活動）
	300,000
	　

	事務員(政調活動)
	400,000
	　

	賃金　5人
	50,000
	　

	　〃　6人
	90,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務補助員１名、事務員１名については給料台帳が提出され、按分もされていて適正な支出と認められるが、賃金11人分140,000円については支払いや受領を証する書類がなく、目的外支出と認められる。

　(6)　小括

　広報費のうち4,000円、事務所費のうち22,500円、事務費のうち44,050円、人件費のうち140,000円の合計210,550円は目的外支出である。

